
7032

編 集 発 行 人
河 合 会 計

税 理 士
社会保険労務士 河合孝彦
〒910-0019
福井市春山1丁目9番13号
TEL 0776（22）0897㈹
FAX 0776（27）6199
http ://kawai.zei-mu.com

1 2017（平成29年）

国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 1月31日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 1月31日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月10日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月20日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 1月31日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 1月31日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月31日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 1月31日
地方税／ 給与支払報告書の提出 1月31日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 1月31日

 （労働保険事務組合委託の場合2月14日まで）

　ホテルや旅館の宿泊者に課税する法定外目
的税。大阪府ではこの1月から１人１泊の宿泊
料金に対して、１万円以上１万５千円未満100
円、１万５千円以上２万円未満200円、２万円
以上300円の税率の宿泊税を導入します。1万円
未満は免税。東京都はすでに平成14年10月に
税率２段階の宿泊税を導入しています。

ワンポイント 宿泊税

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　2日・振替休日　9日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土
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1月号 ─ 2

　

平
成
二
十
九
年
一
月
よ
り
雇
用
保

険
の
適
用
の
あ
り
方
や
早
期
再
就
職

促
進
な
ど
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め

制
度
の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

今
回
は
そ
の
主
な
も
の
に
つ
い
て
触

れ
て
い
き
ま
す
。

一
　
適
用
対
象
の
範
囲
拡
大

①
　
高
年
齢
被
保
険
者

　

従
来
は
、
新
た
に
雇
用
さ
れ
た
六

十
五
歳
以
上
の
者
は
雇
用
保
険
の
一

般
被
保
険
者
と
は
な
り
ま
せ
ん
で
し

た
。

　

六
十
五
歳
以
上
の
雇
用
者
数
、
新

規
求
職
者
数
、
就
職
件
数
な
ど
が
増

加
傾
向
に
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、

失
業
者
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
確

保
と
い
う
観
点
か
ら
、
六
十
五
歳
以

降
に
雇
用
さ
れ
た
場
合
も
雇
用
保
険

の
被
保
険
者
（
高
年
齢
被
保
険
者
）

と
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

②
　
届
出

　

平
成
二
十
九
年
一
月
以
降
に
六
十

五
歳
以
上
の
者
を
雇
い
入
れ
た
と
き

は
、
六
十
五
歳
未
満
の
者
の
手
続
き

と
同
様
に
雇
い
入
れ
た
月
の
翌
月
十

日
ま
で
に
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格

取
得
届
（
以
下
「
資
格
取
得
届
」
と

い
い
ま
す
）
を
提
出
し
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
二
十
八
年
十
二
月
末

時
点
で
雇
用
し
て
い
る
六
十
五
歳
以

上
の
者
（
六
十
五
歳
到
達
前
か
ら
雇

用
さ
れ
、
継
続
し
て
被
保
険
者
と
さ

れ
て
い
る
者
を
除
く
）
を
、
平
成
二

十
九
年
一
月
以
降
も
引
き
続
き
雇
用

し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
つ
い

て
も
資
格
取
得
届
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ

の
場
合
は
、
提
出
期
限
の
特
例
が
設

け
ら
れ
て
お
り
、
平
成
二
十
九
年
三

月
三
十
一
日
ま
で
に
提
出
を
す
れ
ば

よ
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

③
　
保
険
料

　

毎
年
四
月
一
日
時
点
に
お
い
て
満

六
十
四
歳
以
上
の
者
は
雇
用
保
険
料

が
免
除
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
取
り
扱
い
は
今
後
廃
止
さ
れ
、

平
成
三
十
二
年
四
月
以
降
は
保
険
料

が
徴
収
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

そ
れ
ま
で
の
間
は
従
来
ど
お
り
免
除

と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
給
与
か
ら
保

険
料
を
控
除
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ

ん
。

④
　
給
付

　

高
年
齢
被
保
険
者
が
離
職
し
、
所

定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
は
、
高
年

齢
求
職
者
給
付
金
が
支
給
さ
れ
ま
す

（
老
齢
年
金
と
の
併
給
可
）。

　

ま
た
、
育
児
休
業
給
付
金
、
介
護

休
業
給
付
金
、
教
育
訓
練
給
付
金
に

つ
い
て
も
所
定
要
件
を
満
た
す
場
合

は
支
給
対
象
と
な
り
ま
す
。

二
　
特
定
受
給
資
格
者
の
基
準

　

特
定
受
給
資
格
者
※
と
さ
れ
る
者

の
基
準
の
う
ち
一
部
が
見
直
さ
れ
ま

し
た
。
追
加
・
変
更
さ
れ
た
の
は
次

の
点
で
す
。

①　

事
業
所
か
ら
妊
娠
・
出
産
を
理

由
と
す
る
不
利
益
な
取
扱
い
を
受

け
た
こ
と
に
よ
り
離
職
し
た
場
合

や
、
育
児
休
業
・
介
護
休
業
等
の

申
出
を
拒
否
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り

離
職
し
た
場
合
は
特
定
受
給
資
格

者
と
な
り
ま
す
。

②　

事
業
所
か
ら
の
賃
金
不
払
い（
賃

金
の
三
分
の
一
を
超
え
る
額
が
払

わ
れ
て
い
な
い
）
が
あ
っ
た
と
き

は
、
従
来
は
賃
金
不
払
い
が
二
か

月
以
上
続
い
た
場
合
又
は
離
職
前

六
か
月
の
う
ち
三
か
月
以
上
あ
っ

た
場
合
に
対
象
と
な
っ
て
い
ま
し

た
が
、
賃
金
不
払
い
が
一
度
で
も

あ
れ
ば
特
定
受
給
資
格
者
と
な
り

ま
す
。

※　

特
定
受
給
資
格
者
…
倒
産
・
解

雇
等
の
理
由
に
よ
り
再
就
職
の
準

備
を
す
る
時
間
的
余
裕
が
な
く
離

職
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
者
を
い
い

ま
す
。

　
　

該
当
す
る
場
合
、
失
業
等
給
付

（
基
本
手
当
）
の
受
給
資
格
を
得
る

た
め
に
必
要
な
雇
用
保
険
加
入
期

間
（
雇
用
保
険
に
加
入
し
て
い
た

期
間
の
う
ち
、
賃
金
支
払
基
礎
日

数
が
十
一
日
以
上
あ
る
月
を
一
か

月
と
計
算
し
ま
す
）
が
、「
六
か
月

以
上
」
に
短
縮
（
通
常
は
十
二
か

月
以
上
）
さ
れ
る
こ
と
の
ほ
か
、

所
定
給
付
日
数
が
手
厚
く
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

三
　
就
職
促
進
給
付
の
拡
充

㈠
　
再
就
職
手
当

　

失
業
等
給
付
の
受
給
者
が
早
期
に

再
就
職
し
た
場
合
に
支
給
さ
れ
る
再

就
職
手
当
の
給
付
率
が
引
き
上
げ
ら

れ
ま
し
た
。

　

所
定
給
付
日
数
（
離
職
理
由
、
被

保
険
者
期
間
等
に
よ
り
九
十
日
か
ら

三
百
六
十
日
の
範
囲
で
決
定
）
の
三

分
の
一
以
上
を
残
し
て
再
就
職
し
た

場
合
は
支
給
残
日
数
の
六
〇
％
（
従

雇
用
保
険
制
度
の
改
正

（
平
成
二
十
九
年
一
月
施
行
）
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来
は
五
〇
％
）、
三
分
の
二
以
上
を
残

し
て
再
就
職
し
た
場
合
は
支
給
残
日

数
の
七
〇
％
（
従
来
は
六
〇
％
）
に

基
本
手
当
日
額
を
乗
じ
た
一
時
金
が

支
給
さ
れ
ま
す
。

㈡
　
移
転
費

　

移
転
費
は
、
公
共
職
業
安
定
所
の

紹
介
し
た
職
業
に
就
く
等
の
た
め
、

住
所
又
は
居
所
を
変
更
す
る
必
要
が

あ
る
場
合
に
、
受
給
資
格
者
等
の
移

転
に
要
す
る
費
用
を
支
給
す
る
制
度

で
す
。

　

受
給
資
格
者
等
の
負
担
軽
減
を
図

る
と
と
も
に
、
例
え
ば
Ｕ
タ
ー
ン
就

職
等
の
促
進
の
観
点
か
ら
、
移
転
費

の
う
ち
の
一
つ
と
し
て
支
給
さ
れ
て

い
る
着
後
手
当
の
額
（
従
来
は
三
万

八
千
円
）
が
引
き
上
げ
ら
れ
、
移
動

距
離
が
百
㎞
未
満
の
と
き
は
七
万
六

千
円
、
百
㎞
以
上
の
と
き
は
九
万
五

千
円
と
さ
れ
ま
し
た
。

※
親
族
を
随
伴
し
な
い
場
合
は
半
額

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

四
　
求
職
活
動
支
援
費

　
「
広
域
求
職
活
動
費
」の
名
称
が「
求

職
活
動
支
援
費
」
に
改
め
ら
れ
、
次

の
三
つ
に
区
分
さ
れ
ま
し
た
。

・
広
域
求
職
活
動
費

・
短
期
訓
練
受
講
費
（
新
設
）

・
求
職
活
動
関
係
役
務
利
用
費
（
新

設
）

　

新
た
に
設
け
ら
れ
た
短
期
訓
練
受

講
費
と
求
職
活
動
関
係
役
務
利
用
費

と
は
次
の
よ
う
な
も
の
で
す
。

①
　
短
期
訓
練
受
講
費

　

受
給
資
格
者
等
が
、
公
共
職
業
安

定
所
の
職
業
指
導
に
よ
り
再
就
職
の

促
進
を
図
る
た
め
に
必
要
な
職
業
に

関
す
る
教
育
訓
練
を
受
け
修
了
し
た

場
合
に
、
受
講
の
た
め
に
支
払
っ
た

費
用
（
入
学
料
及
び
受
講
料
に
限
る
）

に
つ
い
て
支
給
さ
れ
る
も
の
で
す
。

一
般
教
育
訓
練
給
付
の
対
象
と
さ
れ

て
い
な
い
も
の
が
支
給
対
象
と
な
る

訓
練
講
座
で
あ
り
、
受
講
の
た
め
に

支
払
っ
た
費
用
の
二
割
（
上
限
十
万

円
）
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

②
　
求
職
活
動
関
係
役
務
利
用
費

　

受
給
資
格
者
等
が
求
人
者
に
面
接

等
を
す
る
た
め
、
又
は
職
業
訓
練
・

教
育
訓
練
を
受
講
す
る
た
め
、
そ
の

者
の
子
に
関
し
て
、
保
育
等
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
し
た
場
合
に
支
給
（
求
人

者
と
の
面
接
等
を
行
っ
た
日
は
十
五

日
分
、
訓
練
を
受
講
し
た
日
は
六
十

日
分
を
限
度
）
さ
れ
ま
す
。
給
付
割

合
は
、
利
用
費
の
八
割
（
一
日
当
た

り
上
限
八
千
円
）
で
す
。

　

支
給
対
象
と
な
る
保
育
等
サ
ー
ビ

ス
の
例
は
次
の
と
お
り
で
す
。

ア　

保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
で
行

わ
れ
る
保
育
、
小
規
模
保
育
、
家

庭
的
保
育
、
居
宅
訪
問
型
保
育
、

事
業
所
内
保
育

イ　

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
（
例
：
一
時
預
か
り
事
業
、
延

長
保
育
、
病
児
保
育
、
フ
ァ
ミ
リ

ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業

等
）

ウ　

そ
の
他
ア
、
イ
に
準
ず
る
役
務

（
認
可
外
保
育
所
で
行
わ
れ
る
保
育
、

ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
等
）

五
　
一
般
教
育
訓
練
給
付

　

一
般
教
育
訓
練
給
付
の
対
象
と
な

る
費
用
の
範
囲
が
拡
大
さ
れ
、
訓
練

開
始
日
前
一
年
以
内
に
キ
ャ
リ
ア
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
受
け
た
場
合
の

経
費
が
、
一
般
教
育
訓
練
給
付
の
支

給
対
象
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

給
付
割
合
は
、
要
し
た
費
用
の
二

割
（
上
限
二
万
円
）
で
す
。

　

こ
の
改
正
は
、
経
済
社
会
環
境
が

変
化
し
て
い
く
中
、
労
働
者
が
自
ら

の
キ
ャ
リ
ア
を
主
体
的
に
考
え
、
こ

れ
に
即
し
て
職
業
能
力
の
開
発
、
向

上
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る

と
し
、
労
働
者
が
自
己
負
担
に
よ
り

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
受

け
た
場
合
に
、
そ
の
費
用
を
給
付
の

対
象
に
す
る
も
の
で
す
。

六
　
そ
の
他

　

育
児
・
介
護
休
業
法
の
改
正
に
併

せ
、
育
児
休
業
給
付
金
・
介
護
休
業

給
付
金
の
要
件
等
の
見
直
し
も
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、
介
護
休
業
給
付
に
関
し

て
は
対
象
家
族
の
拡
大
が
行
わ
れ
て

い
ま
す
。

　

対
象
家
族
と
さ
れ
る
①
配
偶
者
、

②
父
母
、
③
配
偶
者
の
父
母
、
④
子

供
、
⑤
祖
父
母
、
⑥
兄
弟
姉
妹
、
⑦

孫
の
う
ち
、
⑤
か
ら
⑦
の
者
は
、
労

働
者
が
「
同
居
・
扶
養
」
し
て
い
る

こ
と
が
要
件
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、

同
居
し
な
い
親
族
の
介
護
を
行
う
事

例
も
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
同

居
・
扶
養
要
件
は
削
除
さ
れ
ま
し
た

（
同
居
・
扶
養
し
て
い
な
い
者
を
介

護
し
て
い
る
場
合
も
給
付
金
の
対
象

と
さ
れ
ま
す
）。

　

ま
た
、
支
給
回
数
の
制
限
の
緩
和

が
行
わ
れ
、
被
保
険
者
が
対
象
家
族

を
介
護
す
る
た
め
の
休
業
は
、
対
象

家
族
一
人
に
つ
き
三
回
（
従
来
は
原

則
一
回
）
ま
で
の
休
業
が
、
介
護
休

業
給
付
金
の
支
給
対
象
と
さ
れ
ま
し

た
。
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　「宿日直勤務」は、所轄労働基準監督署長
の許可を得た場合には、労働基準法上の労
働時間、休憩、休日に関する規定の適用が
除外されます（例えば、宿直業務に要した
時間は、時間外労働や休日労働の割増賃金
の対象となりません）。
　一般的な許可基準は次のとおりです。さ
らに細かい基準が定められている業種（医
師等）もあります。
①　勤務の態様

・常態としてほとんど労働する必要のな
い勤務である。

・原則として、通常の労働の継続は許可
しない。

②　宿日直手当
　　１日又は１回につき、宿日直勤務を行

う者に支払われる賃金の１日平均額の３
分の１以上である。

③　宿日直の回数

　　宿直については週１回、日直について
は月１回を限度。

④　その他
　　宿直については、相当の睡眠設備の設

置を条件とする。
　これに対して、一般的な「夜勤」は、法
定労働時間の範囲内で行われる通常業務で、
法定労働時間や法定休日が確保されていれ
ば、労働基準監督署長の許可や回数・業務
内容の制限等はありません（夜勤を含めた
労働時間が法定労働時間を超えたときは割
増賃金を支払う必要があります）。
　なお、許可を受けた宿直であっても、許
可後に状況が変わり、１人の労働者が週に
２回以上宿直に従事している場合等におい
ては、許可が取り消され、夜勤と同様に通
常の労働時間として計算する必要が生じる
場合もあります。
　また、夜勤者と宿直者の両方が同時に勤
務しているような場合に、夜勤者が行うべ
き通常業務を安易に宿直者に依頼すること
のないよう注意を要します。

　平成28年10月以降の社会保険適用拡
大に伴い、資格取得要件等の整備が行われ
ました。
　１週（従来は「１日又は１週」）の所定労
働時間及び１月の所定労働日数が、同一の
事業所に使用される通常の労働者の所定労
働時間及び所定労働日数の４分の３以上

（「４分の３基準」）である短時間労働者は、
厚生年金保険・健康保険の被保険者となり
ます。
　また、所定労働時間又は所定労働日数が
４分の３基準を満たさない者が、業務の都
合等により２月連続して４分の３基準を満
たし、同様の状態が続いている又は続くこ
とが見込まれるときは、３月目の初日（被
保険者数500人超企業において短時間労
働者の加入要件を満たす場合は、加入要件
を満たした時点）に被保険者の資格を取得
します。
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宿日直勤務と夜勤
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